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主       文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 5 

 １ 被告は、原告Ａに対し、以下の各金員を支払え、 

 (１) ５４８６万８８０２円及びこれに対する令和元年５月２６日から支払済み

まで年５分の割合による金員 

(２) ２３０万６８８８円及びこれに対する令和５年１０月２４日から支払済み

まで年５分の割合による金員 10 

 ２ 被告は、原告Ａに対し、令和５年１１月から令和１３年３月まで、毎年８月

を除き、毎月末日限り、以下の各金員を支払え。 

(１) 令和５年１１月から令和７年３月まで７６００円 

(２) 令和７年４月から令和１３年３月まで８４００円 

３ 被告は、原告Ａに対し、令和５年１１月から令和１３年３月まで、毎月末日15 

限り、１万４２９２円を支払え。 

 ４ 被告は、原告Ａに対し、令和５年１１月から原告Ａの死亡まで、毎月末日限

り、以下の各金員を支払え。 

(１) 令和５年１１月から令和１３年３月まで７万３０００円 

(２) 令和１３年４月から令和３５年１１月まで１９万４６６６円 20 

(３) 令和３５年１２月以降４８万６６６６円 

５ 被告は、原告Ａに対し、令和１３年４月から令和６２年２月まで、毎月末日

限り、２５万４６１４円を支払え。 

６ 被告は、原告Ｂに対し、８８０万円及びこれに対する令和元年５月２６日か

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 25 

第２ 事案の概要 
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本件は、原告Ａ（事故当時６歳、以下「原告Ａ」という。）が、令和元年５月

２６日、三重県四日市市ａ町地内にある被告設置のｂスポーツ広場（以下「本

件グラウンド」という。）において、そこに置かれていたグラウンド整地用のロ

ーラー（以下「本件整地ローラー」という。）を他の子どもたちと動かして遊ん

でいたところ、転倒してその頭部が本件整地ローラーの下敷きになるという事5 

故（以下「本件事故」という。）に遭い、両眼を失明等したことについて、原告

Ａ及びその母である原告Ｂ（以下「原告Ｂ」という。）が、被告に対し、国家賠

償法（以下「国賠法」という。）２条１項に基づき、損害賠償として、原告らに

対してそれぞれ前記第１記載の金員（平成２９年法律第４４号による改正前の

民法所定の年５分の割合による遅延損害金の起算日は、前記第１の１(１)・同10 

６につき本件事故の日、同１(２)につき本件訴え提起日（令和４年１０月２６

日）の約１年後の日である。）の支払を求める事案である。 

１ 前提事実（争いがない事実及び後掲各証拠及び弁論の全趣旨により容易に認

定できる事実） 

(１) 当事者等 15 

ア 原告Ａは、平成２５年２月１６日生まれの女児（原告Ｂ及びＣ（以下「Ｃ」

という。）との間の二女）であり、本件事故当時、６歳３か月で小学１年生

であった。 

  原告Ａには、３つ年上の兄（本件事故当時小学４年生。以下「兄」とい

う。）及び１つ年上の姉（本件事故当時小学２年生。以下「姉」という。）20 

がいる。 

イ 原告Ｂは、平成２９年にＣと離婚し、令和４年にＤ（原告Ａと養子縁組）

と再婚した。 

  原告Ｂは、本件事故当時、単身で稼働して子ら３人（兄、姉及び原告Ａ）

と共に暮らしていたところ、近隣にＣの実家（原告Ａの祖父母の住居。以25 

下「祖父母宅」という。）があったため、子らは、下校後は専ら祖父母宅で
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過ごして帰宅し、また、そのまま祖父母宅に泊まったりすることも度々あ

った（甲５５、原告Ｂ本人）。 

ウ 被告は、本件グラウンドを所有する地方自治体である。 

(２) 本件グラウンドの設置経緯及び状況等 

ア 被告は、昭和５７年４月に施行された地域改善対策特別措置法に基づき、5 

生活環境等の安定向上が阻害されている地域（以下「対象地域」という。）

における生活環境の改善や社会福祉の増進等に関する政令で定める事業

(以下「地域改善対策事業」という。同法１条）として、昭和５９年３月３

０日頃、その所有する三重県四日市市ａ町地内の土地にグラウンドを整備

して本件グラウンドを設置した（乙４、１２）。 10 

イ 本件グラウンドは、被告の行政財産台帳に記載されており、被告が所有

している（弁論の全趣旨）。 

ウ 本件グラウンドの形状等は、別紙２図面のとおりであり、サッカーゴー

ル、バックネット、トイレ及びベンチ等が設置されており、本件事故当時

は、老人会によるグランドゴルフや子どもの遊び場などに、主に周辺住民15 

によって日常利用されていた（甲５、５１、証人Ｅ、証人Ｆ）。 

エ 本件整地ローラーの形状は、別紙３のとおりであり、コの字型の取っ手

がローラー部分に取り付けられており、取っ手の握り手部分を手で持って

押す又は引いてローラー部分をグラウンド上で回転させて使用する整地用

の手動式ローラーである。 20 

本件整地ローラーの寸法は、ローラー部分は直径約６３㎝、幅約１００

㎝弱、握り手部分の幅が約１３０㎝であり、重量は約６００㎏である。（甲

４、５１、弁論の全趣旨） 

オ 本件整地ローラーは、その取得・設置の経緯や所有者は不明であるが、

本件事故当時、本件グラウンドの隅（別紙２図面「ローラーが置いてあっ25 

た場所」と指示された場所）に置かれており、ワイヤー等で支柱等に固定
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はされていなかった（甲１、６、弁論の全趣旨）。 

(３) 本件事故の発生等（甲８～１８、５１、弁論の全趣旨） 

   ア 原告Ａは、令和元年５月２６日午後６時頃、兄・姉並びに原告Ｂの知人

女性（以下「知人」という。）の子らである女子児童（当時小学４年生。以

下「知人女児」という。）、男子児童（当時小学１年生。以下「知人男児」5 

という。）及び男子幼児（当時幼稚園年長。以下「知人幼児」という。）の

６名（以下、この６名を併せて「原告Ａら６名」という。）で、本件グラウ

ンドにおいて、本件整地ローラーを転がして遊んでいたところ、原告Ａの

身体が当該ローラーに巻き上げられるようにしてローラー部分に乗り上

げ、その勢いのまま、ローラー部分の前方に転倒し、その頭部がローラー10 

部分の下敷きになった。 

   イ 原告Ａは、本件事故により、頭蓋底骨折、顔面多発骨折、視神経管骨折、

両外傷性視神経症、左伝音性難聴、右肘関節部挫傷等の傷害を負い、両眼

を失明し、左伝音性難聴、右肘の自発痛残存及び可動域制限の後遺障害が

残存した。 15 

 ２ 争点 

  (１) 本件事故に関する国賠法２条１項責任の成否 

  (２) 損害の発生及び数額 

  (３) 過失相殺 

 ３ 争点に関する当事者の主張 20 

  (１) 争点(１)（本件事故に関する国賠法２条１項責任の成否）について 

   【原告らの主張】 

    本件グラウンドは、被告が所有・設置した行政財産であり、国賠法２条１

項の「公の営造物」に当たる。 

    本件グラウンドは、遅くとも平成２３年には、子どもたちの遊び場となっ25 

ており、その頃には本件整地ローラーが本件グラウンド内に置かれていたと
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ころ、被告は、この頃にはこれらの状況について把握し得る状況にあった。 

    被告は、本件整地ローラーが、その使用に付随して事故発生の危険性を有

するものであり、これを子どもたちの遊び場になっている本件グラウンドに

長年にわたり放置し、かつ、所有者に対して施錠等の措置をさせることなく

自由に使用できる状況下に置いておけば、本件グラウンドで遊ぶ子どもたち5 

が本件整地ローラーに関心を示し、本来の用途や使用方法、使用に伴う危険

を理解しないまま、本件整地ローラーを使って遊び、その際に事故を生じさ

せる危険があることは容易に予測することができた。 

    被告は、本件事故発生の４日後には本件整地ローラーの固定を完了してお

り、本件事故発生の回避は容易であった。 10 

    したがって、本件事故発生は、被告における通常の予測の範囲を超えるも

のではなく、本件グラウンドは、通常有すべき安全性を欠いた状態であった

から、被告は、本件事故につき国賠法２条１項の責任を負う。 

   【被告の主張】 

   ア 本件グラウンドは、当初被告が設置したものであるが、住民の一般の利15 

用に供するものではなく、行政財産ではない。 

     すなわち、本件グラウンドの設置根拠となる地域改善対策特別措置法が

昭和６２年に失効後、これに代わり同年に制定・施行された地域改善対策

特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律が平成１４年に失効

するに際し、被告は、地域改善対策事業が終了して本件グラウンドの設置20 

目的が達成されたと判断し、同法失効後は対象地域の住民のために設置さ

れた本件グラウンドを被告が特別に経費をかけて維持管理していくこと

ができなくなったため、本件グラウンドが所在する地元住民からの要望に

応じて、その自治会であるｃ自治会（以下「本件自治会」という。）に対し、

本件グラウンドの管理を移して、その私的利用の施設とした。 25 

     したがって、遅くとも平成１４年以降は、本件グラウンドは国賠法２条
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１項の「公の営造物」に当たらない。 

   イ 仮に、本件グラウンドが国賠法２条１項の「公の営造物」に当たるとし

ても、本件グラウンドは、グラウンドゴルフ等のスポーツを行うことが予

定されているものであり、これら予定された用法によって本件グラウンド

を利用した場合には、本件グラウンドの隅に本件整地ローラーが置かれて5 

いるとしても、これらの用法に内在する危険性から発生する場合を除いて、

人身事故は発生し得ない。 

     本件事故は、児童及び幼児である原告Ａら６名が、本件グラウンドの隅

に置かれていた約６００kgもの本件整地ローラーを、引っ張り役２名、押

し役４名で動かして遊ぶという通常予測し得ない異常な方法によって本10 

件グラウンドを利用したことに起因するものであるから、本件グラウンド

は通常有すべき安全性を欠いておらず、被告には本件グラウンドの設置又

は管理に瑕疵はなく、被告は、本件事故につき国賠法２条１項の責任を負

わない。 

(２) 争点(２)（損害の発生及び数額）について 15 

   【原告らの主張】 

ア 本件事故により、原告Ａは別紙４－１・２損害一覧表「損害費目」欄各

記載のとおりの損害を被り、その損害額は同「損害額」欄各記載のとおり

である。 

前記第１の１～５記載の原告Ａの請求金額と損害額の対応関係は、次の20 

とおりである。 

 (ア) 原告Ａの一時金請求部分（前記第１の１） 

前記第１の１(１)の５４８６万８８０２円は、別紙４－１損害一覧表

「損害費目」で「治療費」ないし「後遺障害慰謝料」に係る「損害額」

の合計５１０８万６００２円の８割（過失相殺２割。以下同じ。）に相当25 

する４０８６万８８０２円に弁護士費用１４００万円（将来の定期金請
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求部分の弁護士費用を含む。）を加えた額である。 

同１(２)の２３０万６８８８円は、別紙４－２損害一覧表「損害費目」

に係る「損害額」のうち令和５年１０月分（本件の口頭弁論終結見込み

時期である本件訴え提起から１年後の時期）までの合計金額（「寄宿舎代

小学校」につき１３か月分１２万３５００円の８割に相当する９万８８5 

００円、「帰省交通費」につき１４か月分２５万０１１０円の８割に相当

する２０万００８８円並びに「将来介護費」につき１２３万２０００円

の８割に相当する９８万５６００円及び日額３０００円の４２６日分

１２７万８０００円の８割に相当する１０２万２４００円の合計）であ

る。 10 

(イ) 原告Ａの将来の定期金請求部分（前記第１の２～５） 

  前記第１の２～５の各金額は、別紙４－２損害一覧表「損害費目」に係

る各「損害額」の８割に相当する金額である。 

イ 原告Ｂは、原告Ａの母であり、本件事故により原告Ａが被った被害につ

いて、固有の慰謝料が生じる。その慰謝料額は１０００万円を下らない。 15 

  原告Ｂは、弁護士に委任して本訴提起を余儀なくされ、その弁護士費用

は８０万円を下らない。 

  前記第１の６記載の原告Ｂの請求金額は、上記１０００万円の８割に相

当する８００万円に上記８０万円を加えた額である。 

   【被告の主張】 20 

   ア 原告Ａの被った損害について、いずれも不知ないし争う。 

     損害額についての具体的な主張は、別紙４－１・２損害一覧表「被告の

主張」欄各記載のとおりである。 

   イ 原告Ｂの被った損害について、不知ないし争う。 

(３) 争点(３)（過失相殺）について 25 

   【被告の主張】 
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 原告Ａら６名が、本件整地ローラー付近に集まってから本件事故発生まで

は相当な時間があったと考えられ、その間、原告Ｂ、Ｃ及び知人（以下、３

名を併せて「保護者ら」という。）いずれもが子らの様子を全く見ていなかっ

たとは考えられない。 

 そうであれば、子らが異常な行動に出ることはないようにさせる注意義務5 

は、もとより、第一次的にはその保護者にあるのであって、保護者らが直ち

に制止しなかったという過失は極めて重大であり、大幅な過失相殺がされる

べきである。 

   【原告らの主張】 

    原告Ａらが、本件整地ローラー付近に集まってから本件事故発生までに相10 

当な時間があったことは否認する。 

    保護者らは、本件整地ローラーが使用可能な状態にあることを認識してい

なかったため、原告Ａらの行動に目を向けておらず、その結果、本件事故を

防ぐことができなかったとしてもやむを得ず、保護者らに過失はない。被害

者側の過失として原告Ｂに一定の過失が認められるとしても、原告Ｂが本件15 

事故の発生を予見することは極めて困難であったから、その過失割合が２割

を超えることはない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点(１)（本件事故に関する国賠法２条１項責任の成否）について 

  (１) 国賠法２条１項にいう「公の営造物の設置又は管理に瑕疵」があるとは、20 

公の営造物が通常有すべき安全性を欠いていることをいい、「公の営造物」と

は、国又は公共団体により直接に公の目的に供される有体物をいうものと解

され、上記の安全性を欠くか否かの判断は、当該営造物の構造、本来の用法、

場所的環境及び利用状況等諸般の事情を総合考慮して具体的、個別的に判断

すべきである（最高裁昭和４２年（オ）第９２１号同４５年８月２０日第一25 

小法廷判決・民集２４巻９号１２６８頁、最高裁昭和５３年（オ）第７６号
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同年７月４日第三小法廷判決・民集３２巻５号８０９頁参照）。 

  (２) 本件グラウンドが国賠２条１項の「公の営造物」に該当するか否かにつ

いて 

ア 本件グラウンドは、地方公共団体である被告が、その所有する土地にお

いて、被告の地域改善対策事業として整備して設置したものであり（前提5 

事実（２）ア）、被告が所有する行政財産（地方自治法２３８条４項所定の

普通地方公共団体において公共用に供した財産）として把握され（同イ）、

現にグラウンド施設として住民の利用に供されている（同ウ）ものである

から、公共団体により直接に公の目的に供される有体物にほかならないと

認められる。 10 

イ この点、被告は、本件グラウンドの設置根拠となる地域改善対策特別措

置法及びこれに代わる地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置

に関する法律の失効に際し、本件自治会に対して、本件グラウンドの管理

を移して、その私的利用の施設としたため、遅くとも平成１４年以降は、

本件グラウンドは公の営造物ではない旨主張する。そして、四日市市運動15 

施設の設置及び管理に関する条例（地方自治法２４４条の２の規定に基づ

き四日市市運動施設の設置及び管理について必要な事項を定めるもの。乙

２）において、本件グラウンドは当該条例が定める運動施設には含まれて

いない。 

 しかし、証拠（甲２、５０、乙３、１２、１３、証人Ｇ、証人Ｅ）及び20 

弁論の全趣旨によれば、本件グラウンドは、対象地域の住民の健康保持を

目的として設置されたものであり、その利用状況は、本件自治会の置かれ

た地域の住民が中心となって利用するというものであって、被告が本件自

治会に管理を移したという平成１４年以前もそれ以降も特段の変動はな

いこと、被告が、本件グラウンドについて本件自治会に移した管理の内容25 

は、利用調整に係る運営管理や、グラウンドの整備や草刈りといった日常
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的な管理をいうものであって、本件グラウンドに設置したフェンス等の設

備の修繕という本件グラウンド自体の維持管理に係る部分の管理は平成

１４年以降も変わらず被告が行っており、被告の課内室であり本件グラウ

ンドからほど近い場所に所在する交流プラザは、本件グラウンドの門扉入

り口の鍵を保有していること、及び、被告は、平成３１年４月１日、本件5 

自治会に対し、本件グラウンドの日常的な管理（除草、グラウンド整備、

トイレ清掃等）について、年額２９万２０００円で委託する旨の委託契約

を締結して委託料を支払っていることが認められる。そうすると、被告が

主張する本件グラウンドの本件自治会への移管とは、被告所有の行政財産

として被告が管理主体となる本件グラウンドの管理業務のうち日常的な10 

管理業務を本件自治会に委託したことをいうにすぎず、これにより本件グ

ラウンドが本件自治会の私的利用物になったとはいえないから、被告によ

り直接に住民の利用目的に供された営造物であるとの本件グラウンドの

性質を失わせる事由とはならない。四日市市運動施設の設置及び管理に関

する条例上の運動施設に本件グラウンドが含まれていないことは、本件グ15 

ラウンドの設置及び管理の経緯が他の一般の運動施設と異なることの影

響を受けた結果と推認されるのであって、本件グラウンドの上記性質を否

定する事情ということはできない。 

 そして、本件グラウンドの設置が地域改善対策事業として対象地域住民

の利用に供することを目的にされたものであり、平成１４年以降は専ら本20 

件自治会が置かれた地域の住民に供されてきたとの事情があるにしても、

その設置目的は公の目的にあったものであり、平成１４年以降の利用形態

も、利便性から事実上近隣の住民による利用が中心となったというにとど

まり、住民の一般利用という公の目的に供されていたというに妨げはない。

被告主張のとおり本件グラウンドが本件自治会の私的利用施設であるな25 

らば、平成１４年当時に、明示に公用廃止の手続がされていたはずである
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が、そのような手続がされたことはなく、また、上記の平成１４年以降の

利用形態について、これが実態として公共物としての機能を失っており、

本件グラウンドについて黙示的に公用が廃止されたということも認めら

れない。 

 以上によれば、被告の上記主張は採用することができず、本件グラウン5 

ドは、その設置当時から平成１４年以降もなお、被告により直接に公の目

的に供される有体物としての性質を有すると認められる。 

ウ したがって、本件グラウンドは、被告が管理主体となる国賠法２条１項

所定の「公の営造物」に該当する。 

  (３) 本件グラウンドが通常有すべき安全性を欠いているか否かについて 10 

ア 本件グラウンドが通常有すべき安全性について、被告は、本件グラウン

ドの隅に本件整地ローラーが置かれていても、本件グラウンドをその予定

された用法によって利用した場合には、本件整地ローラーによる人身事故

発生の危険性はなく、本件事故は通常予測し得ない異常な方法によって本

件グラウンドを利用したことによって生じたものであるから、本件グラウ15 

ンドが通常有すべき安全性を欠くとの瑕疵はない旨主張し、原告らは、遊

び場となっている本件グラウンドの隅に置かれた本件整地ローラーを使っ

て子どもたちが遊ぶことは通常の予測の範囲を超えるものではなく、本件

グラウンドが通常有すべき安全性を欠くとの瑕疵により本件事故が発生し

た旨主張する。 20 

そこで、本件グラウンドが通常有すべき安全性を欠くか否かは、本件グ

ラウンドの構造、本来の用法、場所的環境及び利用状況等諸般の事情を総

合考慮した上で、本件事故の際に原告Ａら６名が隅に置かれていた本件整

地ローラーを使用して本件グラウンドを利用したことが、通常予測し得な

い異常な方法による利用であり、これによって本件事故が生じたものであ25 

るか否かを判断すべきことになる。 
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   イ 本件グラウンド及びそこに置かれた本件整地ローラーの本来的用法は、

本件グラウンドの設置経緯や面積及び付属施設の有無などの形状等並び

に本件整地ローラーの形状やこれが置かれた場所からして（前提事実

(２)）、周辺住民が、サッカー、野球等の一定の広がりのあるグラウンドを

必要とするスポーツを行う運動施設として本件グラウンドを利用し、その5 

スポーツ利用によって荒れたグラウンドをその利用の前後に整地する目

的で、当該利用者又は本件グラウンドの管理者によって本件整地ローラー

を整地目的としての用法に従って使用することにあると認められる。 

そして、本件整地ローラーは、本件グラウンドにワイヤー等で支柱等に

固定されることなく置かれており（前提事実(２)オ）、上記の本来的用法に10 

よらずに本件整地ローラーを使用しようとする者がいた場合には、その者

が解錠等の作業なしにそのまま本件整地ローラーを動かすことは可能な

状態であったが、本件整地ローラーが、広大な本件グラウンドの隅に単体

で置かれており（前提事実(２)オ）、本件グラウンドの利用を妨げるなどの

状態になかったことや、整地用ローラーとしての形状・重量からしても整15 

地目的以外の用途への流用が常態であったものではないことからすると、

上記のスポーツ利用者以外の本件グラウンドの利用者が、本件グラウンド

を利用するために本件整地ローラーを整地目的以外の目的で動かそうと

する必要や動機、さらには整地目的の用法に従わない高速での使用など身

体への危険を生じさせる態様で動かそうとする必要や動機は、通常想定す20 

ることができない。実際に、本件事故以前には、遅くとも平成２３年以降

の長期にわたって、本件グラウンドに本件整地ローラーが本件事故当時と

同様の状態で置かれていたところ、本件整地ローラーは、老人会によるグ

ランドゴルフ実施後に整地目的で使用されていたといった上記の本来的

用法に従った使用がされた限りであったと認められ（甲６、乙１３、証人25 

Ｅ、原告Ｂ本人）、本件グラウンドの利用者が上記の本来的用法によらずに
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本件整地ローラーを使用したり、これによって身体に危険が生じたりした

事象があったことはうかがわれない。 

以上の諸事情を総合考慮すると、本件整地ローラーが本件グラウンドに

置かれた状態は、本件グラウンドの利用者がその本来的用法によらずに本

件整地ローラーを使用することが通常想定されないから、ワイヤー等で支5 

柱等に固定されることなく置かれた状態であっても、本件グラウンドの利

用における通常の安全性に欠けるところはないというべきである。 

   ウ 前記イの認定判断は、本件グラウンドが近隣の子どもたちの日常的な遊

び場となっているとの利用状況（前提事実(２)ウ）や、本件事故が子ども

たちが遊び場として本件グラウンドを利用する中で生じたものであるこ10 

と、すなわち、本件事故の当日、原告Ａは、先に本件グラウンドに遊びに

行っていた兄とＣに加わるため、姉と共に本件グラウンドに行き、その後

に原告Ｂや知人及び知人の子ら３名も本件グラウンドに来たことから、原

告Ａら６名が本件グラウンドを遊び場として利用する中で、本件整地ロー

ラーを遊びの道具として、兄及び知人女児がコの字型の取っ手の内側に入15 

ってけん引し、原告Ａと姉がローラー部分を後ろから押し、知人男児及び

知人幼児がコの字型の取っ手を外側から引っ張るというような方法で、本

件整地ローラーを、その置かれていた隅から本件グラウンドを横切るよう

に５０ｍ以上にわたって動かして遊んでいた際に、前提事実(３)アのとお

りの態様で発生したものであると認められること（甲５１、５５、証人Ｆ、20 

原告Ｂ本人、弁論の全趣旨）を勘案しても、異なるものではない。 

     まず、本件グラウンドの本来的用法は、サッカー、野球等の一定の広が

りのあるグラウンドを必要とするスポーツを行う運動施設として利用で

あり（前記イ）、本件グラウンドは、平らなグラウンドが広がっているだけ

で子どもが使用する遊具の設置はないから（前提事実(２)ウ、甲５１）、こ25 

こが近隣の子どもたちの日常的な遊び場となっているにしても、遊びとし
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ては、専ら、グラウンド上を鬼ごっこなどで走り回ったり、持参したボー

ルその他の簡易な用具で遊んだりするに限られ、そのような遊びのための

場所として利用されていたと認められる。そして、広い本件グラウンドの

隅に本件整地ローラーが置かれていたとしても、上記のような遊びをする

範囲を妨げる状態にはなく、また、本件整地ローラーは、その形状からし5 

て遊具として子どもの興味関心を引くようなものでなく、さらに、その重

量からして、子どもが静止状態から動かすには非常に大きな力を加える必

要があり、また、それ故に無理にでも動かしただけで疲労や危険を伴うこ

とは子どもであっても察知することが可能と考えられる（整地用ローラー

で遊ぶことは、大人に見つかった場合には直ちに危険であるとして強い叱10 

責を受けることになるから、とりわけ大人がいる場所では、子どもであっ

てもためらうものと考えられる。）ものであるから、本件グラウンドを上記

のような日常的な遊びのための場所として利用する子どもが、本件整地ロ

ーラーを動かして遊ぶという目的や動機を有するに至ることは、通常想定

できない。実際に、本件事故以前に、本件グラウンドで子どもが本件整地15 

ローラーを遊びに用いたり、本件整地ローラーが整地目的外に使用されて

いるのを子どもが見聞きしていたりした事象があったことはなく（前記

イ）、本件整地ローラーが置かれていることを認識しながら日常的に児童・

幼児だけを本件グラウンドで遊ばせている親であっても、子どもが本件整

地ローラーで遊ぶという危険を認識したことはなかったと認められる（原20 

告Ｂ本人）。 

以上の諸事情を総合考慮して見たときには、原告Ａら６名による本件事

故の際の遊びは、本件整地ローラーを、小学４年生２名、小学２年生１名、

小学１年生２名及び幼児１名という年少の児童・幼児ら６名が集って、け

ん引したり押したりしてローラー部分を転がし、しかも、かなりの距離を、25 

押している児童が勢いのままにローラーに乗り上げて前方に転倒（前提事
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実(３)ア）するというまでの相当の速度で転がして遊ぶというものであっ

たから、本件グラウンド及びそこに置かれた本件整地ローラーの本来的用

法と異なることはもちろん、上記の日常的な遊び場としての本件グラウン

ドにおける遊び方とも著しくかけ離れた態様の遊びというほかない。子ど

もである以上、遊びとして大人が思いもよらない行動に出ることはあり得5 

るとはいえ、上記のとおり、子どもが本件整地ローラーを動かして遊ぶと

いう目的や動機を有するに至ることは通常想定できないから、とりわけ幼

児も含む年少者が集団で一体となって本件整地ローラーを相当の速度で

転がす遊びに及ぶことは、異常な遊び方として本件グラウンドの設置管理

者が通常予測し得ないものである。 10 

   エ 以上の次第であるから、本件グラウンドは、その通常有すべき安全性を

欠いているものではなく、本件事故は、原告Ａら６名が通常予測し得ない

異常な方法により本件整地ローラーを使用して本件グラウンドを利用し

たことによって生じたものであるから、被告が本件事故につき国賠法２条

１項の責任を負うものではない。 15 

   オ なお、本件事故後の事情として、証拠（甲７、４７～４９）によれば、

被告の担当者が、本件事故後の令和２年当時にされた被告による損害賠償

その他の事項に係る協議・交渉の場において、原告Ｂに対し、被告に責任

がない旨の発言をすることなく責任の割合が分からないため和解ができ

ない旨の発言をしたことは認められるが、協議・交渉の場での担当者にお20 

ける見解を述べるにとどまり、また、当該発言があったことで原告らにお

いて被告の責任の有無についての訴訟上の主張立証資料の収集提出がで

きなかったなどの事情もないから、被告が本訴において、国賠法２条１項

の責任自体を争うことが訴訟上の信義則に反して許されないということ

はない。 25 

２ したがって、争点(１)について判断したとおり、本件事故につき被告の国賠
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法２条１項責任は認められないから、同責任に基づく原告らの請求は、いずれ

も理由がない。 

第４ 結論 

よって、原告らの請求はいずれも理由がないから、これを棄却することとし

て、主文のとおり判決する。 5 
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